













































































































































































































































1960 1965 1970 1971
1．18
1．08
60．52
12．58
6，44
1．67
6．33
3．91
1．65
6．94
1。19
1．21
83．55
11．95
12．71
2．73
9．11
6．64
3．94
9．42
0．78
1．16
9．02
29，42
9．13
7．67
41．07
6．36
22．20
30．01』
1．59　　　　　1．93
1．88　　　　2，07
98．46　　　102．52
13．51　　　　15．39
24．97　　　　27．94
4．28　　　　　4．31
12．30　　　　12．88
10．75　　　　11．32
8．81　　　　10．47
25．64
6．40
1．47
1．72
8．76
44．61
12．49
9。15
59．34
8．55
26．76
39．16
26．66
7．87
1，65
2，01
9．69
47．70
15．09
9．97
64．70
8。70
27．10
41．75
1人あたり（キログラム）
1965　　　　　1971
48
171
171
113
447
338
88
205
204
383
100
123
307
　364
1，　048
1，005
　962
　546
2，544
1，331
68
163
186
123
860
453
96
298
296
895
988
192
171
282
　500
1，516
1，151
1，270
　621
2，518
1，775
出所　「発展途上国経済統計要覧」（1974年版）
第4表はその代表的な国々である。
　大戦後独立したAALA諸国の経済は工業発展を柱に（国によりその開発政策
を異にしているが，どうにかして工業の発展をはかりたいとしている点は共通してい
る。）発展しつつあるが，将来にわたる大きな問題を包含しているのである。
　（1）　拙著「国際貿易と後進国問題」第4章後進国貿易論の視点を参照。
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　　　　　　　　　　り　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　（2）　このことは現実の開発途上諸国の権力がすべて自立的にその経済的諸機能をはた
　しているということを意味しているわけではない。
（3）　「もしわれわれが解放された諸国の経済的立ちおくれをはかるために人口1人当
　りの年間所得をとるとすれば，これらの国々と資本主義工業国との経済発展水準に
　は12倍もの格差があることがわかる。またもし人口1人当りの工業生産高を単位に
　とれば，格差は18倍にもなるであろう。」（E・ジューコフ他「第三世界一問題と展
　望」148頁）
（3）
　いくつかあげた統計上の数字は，全体としての傾向，その平均的な水準など
をしめしているのである。したがって，各地域，国家の内部の経済問題にたち
いって考察をすすめていくには，不充分な指標であることは勿論である。「第
三世界」諸国においては，階層別所得配分の不均衡，富の集中傾向，土地所有
の格差拡大，インフレーション，実質賃金低下の問題，食糧不足，慢性的不況，
などの諸問題が山積していることは多くの論者によって議論されているところ
である（1）。しかし，このような諸問題に直面しているとはいえ，これら諸国が
全体として開発途上の状況にあり，植民地経済をぬけだし，基本的には自国経
済を発展させていく正しい路線にあると認識し，多くの問題は，その過程にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　いて生じている付随的問題であるから，現在の開発途上の路線をすすめていく
　　　　　
上で解決できるものであると考えてよいか，という問題をとりあげておく必要
があるように思われる。
　すなわち，換言すれば，独立を達成した国家権力の経済的側面における任務
は，単に経済開発を促進していくということではなく，　（これは半ぽ自動的に国
家の経済的機能によって促進される）達成された政治的独立をテコに，経済的自立
を達成し，政治的独立の経済的基礎を確立し，独立の事業を完成することにあ
るように思われる。したがって，「第三世界」における独立した諸国の経済面
における事業は自立的国民経済の建設ということになけれぽならない。とする
ならぽ，それは開発一般ではなく，経済開発の内容が問われねぽならないとい
うことになる。
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　こういうわけで，各々の経済的諸問題にたちいるまえに，すでにしめされた
全体としての工業の発展とそれを柱にした経済開発の全体像をしぽらく考察の
対象としてとりあげねぽならないのである。
　独立ということの経済的側面での課題，つまり独立によって達成しようとし
た目的のなかで，経済の分野においてはどのようなことを内容としていたので
あろうか。それは停滞的な植民地経済からぬけだし，経済的発展を達成しよう
とするものではあったが，それがいつのまにか経済的開発一般にすりかえられ
てしまってはならないのである。そうではなくて，民族の自立した権力による
自立的，自主的な民族経済の発展が課題であるということを明確にしておかね
ばならない。換言すれぽ，独立，つまり当該民族自体の権力を確立し，民族国
家を形成することの経済的側面ないしは分野における内容は自立した国民経済
の確立ということになろう。
　もういちど第2表をみよう。この表のなかから韓国，タイ，イラン，ブラジ
第5表　発展途上国の援助受取り額　1969－71年平均
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　100万ドル）
???ラ　ジ
ソ
???
インドネシア
イ　　ラ
韓
ペ　　　ル
フイ　リ
スリラ
シ　　リ
?
??
???
??
2国間援助
政府開　　　その他　総　計発援助
160．6
58．1
860．4
480．7
31．6
310．2
35．9
62．6
49．1
　1．9
67．3
450．3
21．2
135．3
79．9
476．5
275．0
116．6
252．9
24．8
24．2
160．0
610．9
79．3
995．7
560．6
508．1
585．2
152．5
315，5
73．9
26．1
227，3
国際機関
186．6
　9．1
167．0
24．8
40．2
33．1
33．0
30，0
　9．8
13．3
39．7
A
合　計
　797．5
　88．4
1，162．7
585，4
548．3
619．3
185．5
345．5
83．7
39，4
267．0
B
国内総生産
（1970年）
34，511
2，518
　　（1）
49，087
11，786
11，249
8，141
5，403
13，903
2，163
　　（1）
1，725
　　（1）
6，279
比　率
（％）
A／B????????????
直接投資
残高
　　　（2）
（1967年）
3，727．9
260．4
1，308．7
254．0
713．5
78．0
782．4
722．7
144．1
35．2
213．7
（1）1969年。　（2）DAC総計。
出所　「前掲要覧」（1974年版）及びMultinational　CorPorations　in　World
　　DeveloPment，　U．　N．1973．
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ル，という国々が他の国々と異ったグループを形成していることがわかる。す
なわち，これらの国々は他の国々にくらべてきわだって高い成長率をしめして
いる。とくに1960年代後半の成長率は6．9～12．2％という高度成長率で，これ
らの国々はすでに離陸を達成したとまで言われるにいたったのである。
　ところで，これらの国々はいずれも援助，および外資の導入に熱心な国であ
る。第5表をみてみよう。いずれも多額の援助をうけいれている国である。た
だこの表でブラジルはインドにつぐ多額の援助をうけているが，他国よりも国
内総生産高が高いために比率は低下している。そしてこの高い国内総生産を達
成しているのは巨額の外国資本によるものであることも直接投資残高からしる
ことができる。
　ブラジルを含めてラテン・アメリカは他の地域にくらべて経済の発展段階は
一般に高いということができる（第1表参照）。これは経済開発がすすんで，ア
メリカ独占資本の直接投資がかなりの規模に達し，他の帝国主義国の独占の進
出もそれにつづいておこなわれることによって，他の地域にくらべてかなり高
い直接投資残高の水準に達していることによる。1967年末でみるラテン・アメ
リカへのDAC諸国の直接投資残高は184億5，000万ドルであるのにくらべて，
中東のそれが31億300万ドル，アジアが49億9，200万ドル，アフリカが66億ド
ルとなっている（2＞。
　このようにアジアではまだ直接投資はラテン・アメリカの水準には達してい
ないが，しかし，各々の国内総生産にくらべると非常に高い比率で帝国主義諸
国政府の援助が実行されている国もあらわれており，これら諸国では1960年代
後半に入って外資導入もすすみ，その経済成長率も急速に高まってきているの
である。
　このようなことから，ラテン・アメリカの国内総生産の高水準やまたアジア
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　や中東の一部の国々の高度経済成長は大むね外国の資本（国家資本を含む）の活
動によって達成されたものであるということができる。そして，国民経済の規
模にくらべて援助がそれほど多くない国，また外資の導入に消極的な国は経済
成長率が低いということもまた他方の事実として確認される。このような事実
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は，AALA諸国がその政治上の独立を達成し，自立した国家権力を樹立した
ことによって可能となった自立的国民経済の発展，または，自立した国家権力
を通して各々の民族が達成しようとしている課題である植民地経済からの脱出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と繁栄し発展する民族経済の確立，といった政治的独立と対応すべき新興独立
諸国の経済過程とどのように関連させて理解しておくべきなのであろうか。す
くなくともいくつかの統計数字をもとに概観した諸特徴は政治的独立の達成と
　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
対応関係にある経済過程，というよりも相矛盾した関係にある経済過程をあら
わしているといいうるのではないのだろうか。ここでいう諸特徴とはその全体
をさしているのである。例えばインドのような場合には外資に対して一定の規
制をしていることによって，その成長率が低い。つまり外資の多少，援助のう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　けいれ方によってその国の経済の成長率が同一の方向で上下しているというこ
とは，国民経済のありかたとしてはある同一の性格をもっているということが
できるのではないだろうか。こうした特質を内包している国民経済はすでに達
成している政治的独立とは相矛盾した関係にあるものであって，少なくともそ
の政治的独立を強化していくような経済過程とはなっていないように思われる
のである。
　考察の過程において，外資・援助の受入に熱心な国とそうでない国を分類
（きわめて大雑把ではあるが一分類そのものが課題で1まないので）してみたが，外
資・援助を積極的にうけいれ，高度成長をとげている国々に相対応する分類と
しては，自立的国民経済建設路線をとりながら高度に成長している国々という
ことになろう。ここで示してきた分類はそのようなものとしてではなく，外資
・援助の意義をひきだすための便宜的なものでしかない③。
（1）E・ジューコフ他「第三世界」，G・ミュルダール「貧困からの挑戦　上・下」1971
　年，チボP－一ル・メンデ「豊かな世界・貧しい世界」（開発か再植民地か）1974年，
　などを参照。
（2）　Multinational　Corporations　in　Va’orld　Development・UN・，1973・
（3）本多健吉氏は，東南アジア諸国の国民経済形成における二つの潮流を示されてい
　る。それらは「親資本主義的あるいは親米的な姿勢をとるか，非同盟・中立主義的
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　な姿勢をとるかの相違に照応している。前者の国々は対外経済政策の面では，主と
　してアメリカの経済援助に広範に依存し，外国資本の流入にも広く門戸を開放して
　きた。
　　　　………（中間省略）………
　　後者に属する国々は資本主義世界からの援助と外国資本の流入に，過度に依存す
　ることに警戒的であり，援助の面では社会主義世界からの援助とのバランスを重視
　し，外国資本の流入に対しても，前者の国にくらべて多少とも制限的色彩の濃い政
　策を採った。」（行沢健三編「日本経済とアジア」1970年，179－180頁。）この区分
　を自立と従属をめぐる二つの道として把握され，その間における流動性，対立，そ
　れをめぐっての闘いに言及されている。このように区別することはできるのである
　が，自立と従属をそのままからませてよいのだろうか，ここに疑問を提起したいの
　である。
（4）
　植民地経済の特徴のひとつである停滞性は，すくなくとも独立を境にして，
その程度に差は当然生じているが，しだいにとりのぞかれてきているように思
われる。そして，そこに開発途上国としての定義づけの意味もあるように思わ
れるのであるが，前項にあげた諸指標でみるかぎり，経済成長をもたらしてい
る大きな要因が帝国主義諸国からの積極的投資（国家資本をも含めて）であるこ
ともほぼあきらかである。とするならぽ，このような経済成長は，植民地経済
という特質を，独立によってかちとった国家がその権力をテコにしてとりのぞ
いてゆき，そのことによって，それのもっていた停滞性をもとりのぞき，生産
力発展の条件をつくりだしたことによって生じている，ということにはならな
いように思われる。
　かつて帝国主義諸国は，自国の植民地を領有することによって，その資本主
義経済を発展させていくことができた。すなわち，植民地をより広く獲得し，
その経済の商品経済化を促進させながらも，なおかつ植民地における資本蓄積
を否定することによって，本国での生産の集中と集積をいっそう促進し，資本
蓄積のいっそうの発展をなしとげることによって，宗主国資本主義はますます
発展したのである。換言すると，植民地経済の停滞的商品経済の拡大こそが，
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帝国主義諸国資本主義の発展に相互に対応して，有機的に結びついていたので
あり，植民地経済はまさに発展しつつある帝国主義諸国に付属した停滞的従属
的経済であった（1）。そしてこの経済の商品経済としての発展は帝国主義の側の’
生産と有機的に関連しているが故にその停滞と従属をますます深化させたので
ある。
　独立を獲得した開発途上国はすくなくとも工業生産を発展させていることに
よって停滞性からぬけだしつつあるとするならぽ，その生産力の発展は，帝国
主義国の生産に敵対しているようにみえる。しかし，それが帝国主義国からの
投資によってすすめられている経済開発であるとするならば，その帝国主義国
資本による生産は，開発途上国の生産とみるべきではなく，帝国主義資本の
「海外生産」とみるべきではないだろうか②。この「海外生産」は開発途上国
の民族経済とは異質の部分を形づくっているが，しかし，かつて帝国主義が植
民地経済を支配・管理するためにそのなかにきずいていた金融・財政・商業・
交通などの帝国主義的経済部分と同一視することはできないであろう③。現在
の開発途上国においては，独立した諸国の国家権力のもつ経済的機能を軸に
し，その管理機能があくまで前提になっている。それを前提にしつつ，経済開
発を促進することによって，一方では民族的要求をくみあげつつ，他方では，
そのことによって，帝国主義資本の投資市場をいっそう拡大し，進出をすすめ
ているQ
　現在の帝国主義は開発途上国の資本主義化を促進することによって，帝国主
義諸国資本にとって投資市場を世界的に拡大し，あらゆる産業にわたってその
実現の条件をつくりだした。このことは資本蓄積の集中過程はいっそう促進し
ながらも，その資本による生産拠点は全世界に拡がっていくことを意味してい
る。したがって資本主義の発展において古い資本主義国での生産力発展に停滞
現象があらわれてくることになる（4）。つまり，帝国主義は開発途上国の経済開
発を積極的に促進することによって，その市場を拡大した。したがって，この
市場拡大は，帝国主義諸国資本の開発途上国への進出によって，帝国主義的支
配の拡大となっており，また開発途上国での最も活動的な産業への外国資本の
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進出によるいっそうの従属化となっている。しかし，世界経済全体の構造から
みて，開発途上諸国における生産諸力の発展は，傾向としてのその自立的民族
経済の発展の方向をますます明確なものにしていく。このような意味から，帝
国主義諸国の開発途上国経済への進出と，それにともなう従属性のいっそうの
拡大は，帝国主義的支配そのものを弱化させていかざるをえないという矛盾を
はらんでいるということができるのである。
（1）　「資本主義的発展は不可避的に，一方の極での発展ともう一方の極での低発展を
　生み出す。先進資本主義諸国と低開発諸国はかくして，別個の二つの世界ではない
　のである。」（P・スウィージー著「現代資本主義」1974年，26頁）
（2）　「低開発国についてみると，各国の国内総生産に占める海外生産のシェアは国に
　よって10％から90％までの大きな地域差がみられるが，概して先進資本主義国での
　シェアよりも高くなっている。低開発国をおおまかに産業別に分けてみると，1966
　～71年の5年間に，石油業のヴェネズエラが39．3％から41．3％へ，ジャマイカが
　30．4％から56．O％へ，リビアfi：　54．　6％から61．5％へ，インドネシアが5．　0％から
　10．0％へ上昇し，これらの国においては海外生産の伸び率が経済成長率をかなり上
　回っている。逆にこの5年間で伸び率が低下しているのは鉱業のチリとペルーでそ
　れぞれ18．9％から9．2％へ，30．8％から2．6％へ大きく低下している。製造業が大き
　な割合をしめるメキシコ，ブラジル，アルゼンチンなどでは10％前後でほぼ横ばい
　だった。」（中川信義「アメリカの海外直接投資と海外生産」〈大阪市立大学経済研
　究所「研究と資料」37号，126頁〉。）
（3）　許蘇新氏は旧中国の植民地経済における帝国主義の支配，とくにその銀行の役割
　について次のようにのべている。　「中国での外国の銀行は，その豊富な資金で中国
　の商業銀行の営業を圧倒してしまい，中国の外国為替に関する権利を独占し，中国
　の鉄道，鉱業を管理・支配し，さらに間接投資の方法で中国の財政に対する支配権
　を掌握していた。」（許瀧新著「中国経済的道路」1949年，14頁）
（4）　「資本の輸出は，資本が向けられる国で資本主義の発展に影響をおよぼし，その
　発展をいじるしく促進する。だから，ある程度，資本の輸出は輸出国での発展をい
　くらか停滞させることになりかねないとしても，そうなるのはまさに全世界におけ
　る資本主義のいっそうの発展を拡大し深めることの代償としてである。」（レーニソ
　「帝国主義論」国民文庫版，84頁）
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（5）
　開発途上国の国家権力の機能とその活動を利用した帝国主義の新たな進出
は，途上国の財政を通しての支配と製造業を含む全産業への独占資本の投資に
よる支配との結合した途上国経済全般にわたる新しい内容をもった従属をつく
りだした。経済の開発にとっての国家権力のもっている積極的役割は，開発途
上国においては資本蓄積の欠如をおぎない，植民地経済のもつ停滞性をなく
し，発展の過程に自国経済をのせたのであった。しかしこれが先進諸国の国家
独占資本主義の国際的展開過程の一部を構成するものとして機能し，活動して
いるかぎりにおいて，こうした国家権力の従属的体系を軸にして，よりいっそ
う広汎な帝国主義支配の体系をつくりだしていったのである。
　このより深化し，より広汎に展開している支配の形態は，開発途上諸国の独
立した国家権力を前提していることにより，経済のあり方としては当然，自立
した国家権力に対応する開発途上の過程という植民地経済の停滞性とは異る内
容をもつこととなっている。
　換言すれぽ，植民地経済の停滞過程から，経済を開発途上の過程に転換させ
ている主たる要因が，帝国主義諸国からの資本の流入（援助とそれに結びついた
直接投資）によるものであることによって，開発過程がかならずしもそのまま
自立化過程とはならず，逆に開発が急速な国ほど従属の度合を深めているとい
うことになっているのである。ところでこのような産業構造の高度化をともな
いつつ，帝国主義に対して従属が深化していくということは，たしかに強大な
独占資本の直接的搾取と支配のもとにおかれている現実とともに，確認できる
ことであり，また「もっとも利益が多く，躍動的経済の部分」ωを外国資本が
占めることによって開発途上の国民経済の動脈的部分の支配を意味しているの
である。したがって，かつて植民地経済の宗主国経済の付属物としての従属
は，構造的なもので，その植民地経済内部に発展への要因がなく，停滞的性格
を特徴としていたからであったが，現在の開発途上国経済は，このような意味
においての従属性はしだいにのぞかれつつあり，現在強められている従属性は
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その内容を異にしているといえるのである。
　援助や直接投資を通じての帝国主義的支配は，経済的開発や産業上の発展を
もたらさざるをえないことによって，他方において開発途上国経済における従
属的性格を弱めざるをえないという矛盾をもっている。このような意味におい
て，新植民地主義的従属化は国際的諸独占体のいっそう広汎な展開を現実化さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　せているにもかかわらず，他方においてそれは不可避的な脆弱性をもっている
のである。
　まず第1にあげられることは，工業化によって，植民地経済のもつ奇型性が
弱められるということである（2）。開発途上国の権力が，反帝国主義，反植民地
主義の性格を明確に保持し，民族経済の発展を軸に，自立した国民経済の建設
と経済成長を目標としている場合には，まず植民地経済の奇型性が完全にとり
のぞかれることが特徴であり，第2の特徴としてあげた停滞性の除去はその結
果としてあらわれてくる。ところが，ここで問題としている大多数の開発途上
国の場合には，まず帝国主義諸国資本による開発がすすめられるが故に，それ
ら資本によってもたらされる経済成長が前面にあらわれ，むしろ植民地経済の
奇型性という第1の特徴としてあげた性格はとりのぞかれずに温存されるので
ある（3）。しかし，すでにのべたように新植民地主義的進出は，開発を積極的に
すすめることを内容としているが故に，それは不可避的にそのかつての奇型性
をしだいに弱めていくことにならざるをえないのである。
　この外国資本による開発は，もちろん民族経済の発展とするどく対立するも
のであり，それ自体（開発計画の内容）が外国資本の利潤追求を第一義とするこ
とによって破行的なものにならざるをえないのであるが，しかし，経済発展の
ためのインフラストラクチャーを建設し，それを基盤にしてある種の工業化が
とられるということは，これら工業を中心とした自立的市場圏が形成され，国
民経済の形成へとすすむことを意味している（4）。資本主義的経済発展は本来不
均衡なのであるから，破行性そのものは資本主義経済の発展過程における問題
の領域内にあるものとして把握されるが，問題は外国資本による工業化が，民
族経済そのものの発展を阻害し，民族の経済的繁栄と対立する「国民経済」の
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形成となっているということであろう。
　第2に，外国資本による開発が促進されることによって，自立的国家権力の
経済的基盤がかえって弱化していかざるをえないということにもとめられる。
つまり，本来ならば，開発がすすむのであるから，独立した国家権力はその社
会的経済的基盤をともに強化していくはずなのであるが（5），それが主として外
国資本（国家資本をも含む）によってもたらされていることによって，逆に外国
資本への従属をつよめることによって，その国家権力の経済的基盤を弱めてい
くことになっているのである。
　この権力の基盤が弱化していくことは，帝国主義にとっては新植民地主義支
配の支柱を失うことになるのである。このように開発をすすめればすすめるほ
ど，国家権力をますます不安定にしてしまうことによって，その支配の脆弱性
をみずから暴露してしまうことになっているのである。
　第3に，外国資本による開発は，すでにのべたようにその国の民族的繁栄と
対立することになってしまう。したがって強力な反対勢力を急速につくりだ
す。すなおち，外資導入による開発の促進は，産業構造の高度化をすすめ，そ
れにともない必然的にその生産力の担い手である労働者階級の成長をもつくり
だすのである。ところで，他方では民族経済の自立的発展はむしろ大きく阻ま
れているが故に，ブルジョアジーの成長はゆがめられてくる。開発の促進は資
本蓄積をみちびくという意味においてブルジョアジーの成長をもたらすことは
当然なのであるが，援助と外資導入による開発は，資本蓄積の過程の中心に外
国独占資本が位置することによって，そのビヘイビアにより自立的資本蓄積過
程はゆがめられ，弱められてくる。こうして生産力の究極的担い手である労働
者階級の捨頭と，それによる民族経済発展の方向がしだいにあきらかになって
くる。世界史的な流れのなかでこれら勢力は，帝国主義的進出に対抗する最も
強力なものとして出現してくるのであるが，こうした勢力は開発をとおしての
帝国主義的支配である新植民地主義によってはじめて急速に成長してきたもの
であるともいいうる。
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（1）　Prabhat　Patnaik‘‘lmperialism　and　the　growth　of　Indian　capitalism”（Roger
　Owen＆Bob　Sutcliffe　ed．：Studies　in　the　TheorJ，　of　JmPerialism．1972，　p．224）
（2）　植民地経済のもっている奇型性については，拙著「国際貿易と後進国問題」（1973
　年）第2章国際貿易の原理と後進国，および第4章後進国貿易論の視点，を参照。
（3）　「奇型性の温存」ということを現実の経済政策の問題として考える場合には，自
　立化の立場にあっても一朝一夕に実行しうるわけでもないし，また従属的立場にあ
　ってもこれを完全に温存したのでは開発政策はとりえないのであるから二者択一的
　なものとして把握できるものではない。ここで強調しておきたいのは階級関係との
　関連で，基本的な理念として完全な改革をかかげ，それを実現しつつあるか否か，
　ということである。奇型性の完全な除去がしばしば，支配階級の利益と対立する
　し，また帝国主義の進出とも対立するということによって，実行されはじめたとし
　ても，中途で挫折する場合が多いのである。　（土生長穂編「新植民地主義と民族革
　命」柴田政利編「アジア経済の停滞と発展」＜「70年代のアジア」第3巻・第4巻＞
　1974年，などを参照）
（4）赤羽裕氏はアメリカにおける国民経済形成の過程をまとめて，「すなわち，そこ
　では諸種の工業および農業が互いに社会的な一つの分業関係に結び合わされ，一つ
　の市場圏を構成しており，その市場圏内部では基本的な生活諸手段および市場圏の
　拡大発展に必要な生活諸手段がほぼ自給されるわけである。」　と言われている。こ
　の「局地的市場圏」の理論をさらに一般化して開発途上国経済について次のように
　論じている。　「まず何よりも必要なことは，その国内部でほぼ自給可能となるよう
　に諸種の工業を開発し，それを一つの市場圏一社会的分業の編成体系一にまと
　めることである。というよりもむしろ，そういった市場圏の形成が可能となるよう
　に諸工業を開発することが必要であるというべきであろう。これまでモノカルチュ
　ア型産業構造をとっていたところで多様な種類の工業を開発することの困難さはい，
　うまでもないが，ここで何よりも必要なことは開発された諸工業と農業が一つの社
　会的分業の編成体系一市場圏一に組織されることであって，工場設備の近代性
　とか，経営規模の大きさとかはさしあたって副次的なものである。」（赤羽裕著「低
　開発経済分析序説」1971年，29－30頁）氏の場合には市場理論から国民経済形成を
　論じているのであるが，資本蓄積論が欠落しているために帝国主義による従属の問
　題が考慮されないことになる。とくに新植民地主義のもとにあっては，市場理論の
　みによる国民経済形成＝自立化論は，帝国主義美化論になる危険がある。
（5）　「第三世界」の開発途上国は各々政治的独立を達成することによって国家のもつ
　経済的諸機能が第二義的に重要な役割をはたすことによって，国家資本主義の開発
　過程での積極的役割が高く評価されることになる。尾崎彦朔氏はつぎのように定式
　化している。　「経済の自立化に対する民族的要求は，独立国家の指導性をめぐる
　（国家の性格をめぐる）新興の階級諸力の矛盾を内包するが，帝国主義が，これら
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の国における自己の地位を復活維持しようと激しく闘争を行なっている事情の中で
は，当面の課題として，国民経済の全般的な建設・確保の要求が，階級関係の未成
熟に由来する全民族的利害として現われる。このような要求は，おくれた従属的経
済の性格と，急速な自立的経済発展の間の矛盾，発展しつつある資本主義的諸関係
と，帝国主義に従属した経済の一般的後進性との間の矛盾（これらはとりもなおさ
ず生産力と生産関係の矛盾である）として現われ，その克服の方策として，国家資
本主義が不可避的に発生する。」　と。開発途上国の国家資本主義論を一般化する場
合，　「自立的経済発展」や「経済の自立化」と直結させてよいものであろうか。疑
問に思う。むしろ一般化して論ずる場合には，それは資本蓄積一般（帝国主義国か
らの資本輸出をも含めて）と関連しているのであって，経済開発一般と結びつけて
議論されるべき課題のように思われる。したがって，国家資本主義を通しての従属
の深化もありうるという論理展開が必要のように思う。この場合は開発の促進が独
立した国家権力の経済的基盤を強化しないということになりその開発過程のもつ矛
盾は急速に深まる。かくて，新植民地主義的支配の脆弱性は必然的に国家の支配形
態のファッショ化を導かざるをえないのである。
